平成28年度　奈良県スポーツアカデミー検討委員会　第1回
議　事　録

1. 日時： 2016年10月26日（水）15：00 -16：30
2. 場所： 三菱総合研究所　本社4階
3. 出席者（敬称略）

＜委員＞　川原委員長、勝田委員、蝶間林委員、福井委員、間野委員
＜奈良県＞　荒井知事、中部長、吉田次長、村上課長、他３名
＜事務局＞　4名

4. 議事

(1) 議題1　これまでの取組について
(2) 議題2　奈良県スポーツアカデミーのコンセプト及び基本方針
(3) 議題3　今後の事業展開スケジュールについて
(4) 議題4　当面のスポーツ医科学研究テーマについて
（配布資料）
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5. 議事概要
(1) 議題1　これまでの取組について
· 中部長より資料説明。意見は特になし。

(2) 議題2　奈良県スポーツアカデミーのコンセプト及び基本方針

· 吉田次長より資料説明。
· 川原委員長：最終的な事業効果の波及はいいと思うが、どこが核となるのか。アスリートなのか、子どもなのか、高齢者なのか。手始めの対象はどこで、どのように広げていくのか。全年齢・あらゆる種目に通用するものをはじめから作ることは難しい。核となる部分をつくり、広げていったほうがいいと思う。
· 勝田委員：名称としてスポーツの英字名称ではSを末尾につけるのか。このコンセプトならSは付かないのではないか。多様なスポーツとの関わり、多くの県民へ健康価値を提供することがこのコンセプトと理解している。その場合、Fishと同じように、たくさんの人にスポーツを届ける提供するという意味であればSportでよいと思われる。
· 吉田次長：多くの県民にスポーツを届けたいという思いで進めたい。
· 間野委員：JISSとNTCを足して、ミニチュアだが効果的なものをつくろうと意欲を感じた。人工知能（AI）が発達しているので、AIを活用した奈良メソッドを開発してもいい。俗人的に先生方が持っている考えをAIで統合できないか。プロ野球でのコース・球種予測など多くのスポーツでも既にAIは導入されている。ロボット、ICTの次に、AIも考慮した方がよいと思う。
· 蝶間林委員：県民の健康維持増進について、久野先生は行政の医療費の削減に貢献されている。また、2000年頃、タレント発掘事業でベルギーを視察した。そこでは、単なるテニス競技力の向上のみならず、人間的で包括的なトレーニングをしていた。選手のマナーも良く、そうした活動が最近身を結んできた印象があり、国民の自信にもつながっている。どちらかに絞るのは難しいだろうし、JISSでの取り組みは判らないが、奈良県で導入してみてはどうか。
· 福井委員：実現できればすばらしい場所になると期待している。地方のただのトレーニング施設にはしたくない。スポーツ合宿について、これまでは大学や企業チームが練習して終わりだが、体力の目標などを決めてレベル別の練習のトータルコーディネートを提供できるようにしたい。併せて人間力も向上できるようなことができれば新しい施設提供になるのではないか。IMGやサンチェス同様、良い人材が生まれてくることを期待している。
· 川原委員長：施設での中心は子どもの育成となるスポーツアカデミーなのか。
· 中部長：牽引するのはスポーツアカデミー事業であると思っている。
· 勝田委員：心技体に加えて、ユネスコのスポーツ憲章に、身体活動が加えられた。体育教育以上に身体活動・交流活動も含む価値を提供している。包括的・発展的な施設となるものを目指すなら、体育・身体活動・スポーツといったわけ方もあるかと思う。
· 川原委員長：早稲田大学との連携は、包括的な協定なのか。
· 吉田次長：現在は奈良県と早稲田大学が包括協定を結んでいる。今後、個別協議で提携していきたい。他にも近畿大学と包括協定を結んでおり、近畿大学との連携の可能性もあるだろう。
(3) 議題3　今後の事業展開スケジュールについて
· 吉田次長より説明
· 荒井知事：当面の考えを示した。これまでを振り返りつつ、なかなか進んでおらず忸怩たる思いもある。どこを核にするのか等、ご意見をいただいたが、ここでご意見をいただければそのように進めたい。はじめはアスリート育成としてテニス・水泳・陸上を想定していたが、いい選手・いいコーチを集めて終わらないよう、スポーツアカデミーとして地道に医科学に基づく研究を行うようなコンセプトに転向した。いつでもどこでもスポーツできるような健康づくりの方針と近く、また違う意味も出てきた。はじめはスポーツ医科学の理論的・基本的なことするが、ねらいは「ｓ」の付かないスポーツ一般の育て方の理論ができたらと考えている。まずは小さな子をどう育てるかに注力した方がいいのではないかと思う。就学前児童を対象に、県立認定こども園のようなものをできないかと考えている。保育園児に運動させ、栄養・メンタルヘルスを教えるような合宿型研修を考えている。スポーツ医科学と共に、就学前の児童を育てることはできないか。小さなラケットを持たせて競技をさせ、メンタル・闘争心を教育できればいい。ＩＭＧのボロテリー氏のような考えを実行するアカデミーをできればいいかと思う。次の展開はスポーツ医科学センター組織を作ることを考えている。幼児向けのセミナーなど事業をするための全体を設計できるセンター長や副センター長を任命し、子どもの理論を理解した指導者に来ていただくことから始めることを考えている。
· 蝶間林委員：東京では待機児童の問題などもある。幼児への運動のプログラムなども多くあるが、学童保育でも、きちんとされたプログラムがないことが課題である。他でもまねできるようなプログラムが開発されるといい。
· 勝田委員：20年前の話だが、英国のエクセター大学では、国から委託を受けて幼児の運動を専門的に研究していた。子どもたちが大学の中にたくさんおり、運動時の突然死やけが等、子どもの運動中心の研究だった。幼児のスポーツ傷害、発達なども含めての拠点は日本にはないのではないか。
· 川原委員長：子どもにフォーカスを与えることは非常に良い。発育段階で、カナダのLTAD（長期選手育成）のような考えも既にある。小学校低学年では日本体育協会のアクティブチャイルドがある。本対象はそれ以前の就学前児童対象になるのだろうが、その時期はアスリートを育てる根本になるし、成人後の運動習慣にも影響する。また、骨粗しょう症なども30代までに決まるので、10代以下にフォーカスを絞ることはいいだろう。組織的な普及は中心組織が必要だが、県内なら県が主導できる。理想は様々な種目だが、たとえば野球をやっている子は野球の合間にほかの運動をさせたほうがいい、などの指導をするモデル事業を県が中心となって作れるのではないか。幼児から発育段階を俯瞰してトータルでデザインし普及していくといい。既存の研究を整理して、考え方を広めていき、絞った部分を対象にして進めていけばいいと思う　。
· 蝶間林委員：筋線維の性質やインテリジェンスは先天的であり、スキルなどは後天的と言われている。筋線維などは幼少期から素質が分かるので、プログラムに反映し進めていけるといい。
· 福井委員：テニスで、5~10歳にターゲット絞った教え方のマニュアルができた。有名選手は幼少期に多くのスポーツに触れていたが、多くは3歳頃にラケットを握っている。他の競技にもいえるが、5～10歳向けの競技を俯瞰でみられるようなものはないか。日本テニス協会で作成したプログラム資料を提供する。子どもの運動離れが深刻であり、幼少期からのテニスに触れる機会が少ないことが課題と思い、国際テニス連盟に準じたプログラムを作成した。道具を使う競技の一流選手たちは、どんな競技でも幼少期から触れている。そういう意味で幼少期からのタレント発掘につながればいい。
· 蝶間林委員：ヨーロッパでは幼少期からグランドホッケーが盛んである。
· 荒井知事：発達障害の早期発見や回復にも効果があるかもしれない。就学後も視野に入れたい。学校の保健体育は教育委員会が主導だが、熱中症や過度な練習など、理論的な部分が足りていない気がするので、そうした保健体育の学校教育を壊していく素地を作っていきたい。それ以前の段階でも、保育園・幼稚園には運動に関する教育方針が整備されてないと思われる。発育段階に併せて直列的にフォーカスを当てて進めるべきだ。先行する対象が就学前だとするなら、キッズスポーツアカデミーとなるか。
· 川原委員長：20歳くらいまでを俯瞰して対象にしつつ、コアを就学前にすればいいのではないか。
· 勝田委員：スポーツ基本法第二条では、家庭におけるスポーツ理念は具体化されていない。家庭にフォーカスした事業が必要ではないかと思っている。就学前幼児のみでなく家庭を巻き込むのはどうか。FTEM（ファンデーション、タレント、エリート、マスター）というオーストラリアの理論があり、参加させるスポーツの重要性が言われている。家族でスポーツに参加し、その後競技性のあるスポーツへの参加までできるといい。その次は女性が離れやすい中学校部活動選択の時期の運動部・文化部の二極分化の風潮が課題だ。
· 荒井知事：他でやっていないことは、小さなことから始めていきたい。家族型の合宿、家族それぞれで違うスポーツをするようなこともできるのではないか。そうであれば宿泊と飲食、競技フィールドが必要で、医学コーディネーターの指導のもと事業ができるといい。最初はキッズスポーツ、就学前教育の実践もあり得るかなと思う。
· 蝶間林委員：親の影響を受けて子どもも始める。大学でテニスの親子教室をやっているが、3時間1人1000円で50人程度集まる。最近は増えてきた。ファミリーの切り口として、テニスはみんなでできるスポーツだ。
· 川原委員長：オリンピックに向けても子どもを対象にする事業はいい。高齢者への事業であれば医療についての部署との連携も必要だ。保健体育教育も最近は変わってきているので、幼児の発掘を行いながら、発育・発達を踏まえた教育・考え方を中高生や中高生を指導する指導者等に整理して広めていけるといい。
· 荒井知事：高齢者がけがをしないようなスポーツを、理論より実践的な身体作りも視野に入れてやってみてもいい。
· 川原委員長：どこで誰がやるのか、一緒に進めていく必要がある。
· 蝶間林委員：実践だけでは先細りになってしまうので、指導者育成も進め、出前授業などを進めていくべき。
· 勝田委員：リオパラリンピックのサポートセンターの施工を検討した。パラリンピックの施設は、トイレの鏡を斜めにすると車椅子も見やすく、便座を右向きのもの、左向きのものを両方設置したり、エレベーターが広かったり、シャワーのノブやドアも押し上げ下げで調節できるものを施工段階で設計した。今後、高齢者が使うことも踏まえて、この例を参考に配慮するといいかと思う。
· 川原委員長：奈良県に健康保険施設はあるのか。特定保健指導などはあるのか。
· 荒井知事：健康ステーションは県営では2箇所ある。メタボ指導などやっている。おでかけ健康なども進めて、外に出ることを進めたり、スポーツ指導のほかに若いうちに野菜の摂取を進めたりすることで、健康指導などを行っている。
· 川原委員長：大学と連携して健康分野など進められればいい。運動の力を入れられるようなプログラムを開発すればいい。
· 荒井知事：文科省は幼稚園のときは柔道をするなと言っているが、転ばせ方の練習ぐらいはしてもいいのではないか。
· 川原委員長：学校では柔道場のように指導が届かないのではないか。倒れると脳へのダメージは幼少期のほうが大きいとは確かに言う。段階的にできればいいと思う。
(4) 議題4　当面のスポーツ医科学研究テーマについて

· 川原委員長：安全については、日本スポーツ振興センターで具体的な研究が進んでいる。新たに予防を研究するというより、実態がそれに沿っているかどうか、知識として普及しているかどうかがポイントかと思う。現場で注意すべきことを確認すればいい。熱中症は運動のコントロール方法が重要だ。
· 間野委員：研究テーマIの二つ目（就学前幼児向けスポーツプログラムの開発）がいい。国内外の研究も多いし、東京ではスポーツ幼稚園が人気であり需要も高いと思われる。幼稚園だけではなく、合宿も含めた短中期的なプログラムもできるといい。そうした事例を調べて奈良県にあったものを作れるといい。

· 蝶間林委員：鹿児島県ではヨコミネ式の育成が有名だ。
· 福井委員：テニスの教室は車椅子の方もできるようなメニューだ。研究テーマⅢにもつながる。
· 勝田委員：運動部活動なのか、学校スポーツなのか。学校スポーツであれば体育・イベント・部活動を含む。保護者や家族がスポーツにコミットすると、子どものスポーツ参加がどの程度促進されるのかの研究が少ない。就学前から始めるなら、最初のきっかけから保護者の意識も含めてデータを取り、比較できるものにするといい。仙台大学では子ども大学をつくって指導したが、最初に来た人を把握していなかった。
· 蝶間林委員：ゆとり世代で育った人たちはスポーツをやらないイメージだ。テニスクラブ会員も多くは60代以上になっており、掘り起こしが必要だ。蝶間林委員：ほとんどの大学で一般体育が必修でなくなり、選択制になっている。体育離れが深刻だ。学生のときからやらなければ社会人から始められない。
· 勝田委員：かつて栄養について、給食のない地域で調査した。コンビニ弁当を渡す親、作ってくる親などいろいろあるので、とはじめは教育委員会等に拒否されたが、実際に学校に訪問した際には、外から見られることで保護者への刺激を起こして欲しいといわれた。栄養学についても、研究テーマにできるといい。
· 川原委員長：幼児向けは、スポーツというよりも身体を使う「運動遊び」だ。安全も行政上必要ならば進めるべき。
· 荒井知事：熱中症死亡事故が県内であり、どのような指導がされていたかが課題になっている。
· 川原委員長：指導者講習会なら私が協力してもいい。
· 蝶間林委員：選手だった人たちほどオーバーユースを理解しておらず、サポーターをしている人が多くいる。

· 荒井知事：この秋に来年度予算の集中討議を重ねている。一歩踏み出すのには、実行できる長期的な設計図がなければ、はじめた意味が薄れる。これまではお伺い資料だったが、来年度予算に向けた素案方針をこちらでつくり、予算編成までにご意見を賜れるようにしたい。間に合わなければ、整理のうえ原案をつくりお伺いして、意見を賜りたい。
以上
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